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1. 揖査の目的c.調査方法
1-1 調査の問題意識と目的
(1) 大都市周辺部における宅地開発と緑地の壇廃
東京を中心とした大都市地域における急激な人口増
加，それに伴う市街地の外延的拡大が顕著になったのは
昭和30年代に入ってからである。特に，丘陵地への住宅
団地建設を契機に住宅地の遠隔化の傾向が強まった。更
に，昭和30年代の後半から強まった，民間企業の宅地開
発への進出は大都市周辺部丘陵地の住宅地化の傾向を一
層強めることになった。
大都市周辺部にける大規模な住宅団地建設，宅地開発
は，周辺部の各自治体に対する財政圧迫，都市近郊農業
の衰廃などさまざまな問題を起している。我々の問題意
識は，住宅団地建設，宅地開発が林地，水田，畑といっ
た従来の自然的な土地利用の転換をもたらし特に丘陵
地に存在した「緑」を破壊しているという問題から始っ
ている。
ここでは，大都市地域における宅地開発と「緑地の減
少」の関係を概観する。
東京の緑地の減少を概観する資料としては千葉大学問
畑貞寿助教授が作成した。東京都緑被地摘出図（図1)
がある。昭和37年，昭和39年，昭和44年と年々緑被地が
後退している。ちなみに，東京都における宅地の増加面
積は昭和38年から昭和49年までに10,400haに達し，その
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図 1東京都の緑被地の変遷
東京都輔被地摘出回(1932)
来示都融緩地摘出凶（1964)
東京寄宿睡被地摘出図（196的
（責軒作成田畑負，~ 1971年5月）
＊都市計画69.70号より
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1. 2 
10. 1 
10. 9 
＊ 住宅用地完成面積調査より
うち， 70%近くが多摩地区（23区外）で増加している。
これに比例して，農地，林地の減少が激しく，多摩地区ー
では8,900haの農地が， 3,400haの林地が宅地に転用され
ている！）。
表 Iは，東京，千葉，埼玉，神奈川の I都3県における
最近の宅地開発面積の推移を表わしたものである2) （た
だし， 個別宅地の面積は除かれている）。首都圏におけ
る宅地開発面積は昭和47年を除いて年々増加の傾向にあ
る。 1年聞に供給される宅地開発面積をみると，昭和44
年がL559haであったのが，昭和48年には3,072haと2
倍になっている。ここでみられる特徴は，民間による宅
地開発の増加である。民間の供給する 1年間の面積は，
昭和44年が901haであったが，昭和48年には2,317haと
約2-6倍になっている。これに比べて公共によるもの
は，昭和44年の658haが昭和48年の755haとわずかに増加
しているにすぎなし、。又， 1件当りの開発面積について
も， 民間の開発は昭和45年の5.Shaから昭和48年の 1.3 
haへと約2倍になって公共の規模に追いついている。
表2は民間の宅地開発地の従前の地目をみたものであ
る。東京駅から50キロ圏内での 1団地型の宅地開発（全
数ではない）について調べたものであるが引， その過半
数（山林，その他が約60%）が山林を開発している。
この都市周辺部への市街地の外延的拡大は基本的に
「都市と農地の対立」という社会・経済的活動に規定さ
れているが，ここではその点を究明し，都市周辺部にお
ける宅地化の構造を明らかにすることを一義的目的とは
しないが，今後の丘陵地での宅地開発を予想すれば，林地
所有者〔農民）にとって，かつては薪炭生産などの直接的
な生産的利用価値を持っていた林地（丘陵地の多くはク
表 2京浜地区における宅地開発地の従前地目
＼＼地目！ I I I I I 
＼ぞと仁〓水田｜畑｜宅地｜山林！小守｜分類＼＼｜ ！ ｜ ｜その他i ロ i不明
昭［面積 I101. 21 135. 1 13. 91 274. 41 524. 61 507. 8 和 JCha) I 
45 I ! 
年 l% I 19 3I 25. 7I 2. 7I 52. 31100 
昭｛面積 I109 71172. ol 5 41 430.到7川 44.6和 jCha) I I I I 
46 I i ! ! J 
年 l% i i ' I 、 I I I 1 I 
昭［面積｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ I I 63. 41 151 61 14. 1 363. 31 5θ2. 41 1. 7 和 J(ha) I I I I I 1 
47 I I I I I I 
年 l% I 10. 71 25. 6j 2.「61.31100 
＊ 建設省計画局宅地部，民間宅地造成事業実態調
査に関する結果報告による。東京を中心に50キ
ロ圏内での宅地開発について調べたもので，昭
和46年は65団地762.Oha，昭和47年44団地604.2 
haによる分類。
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ヌギ・コナラ林〉も，薪炭生産の衰退，基本的には都市
近郊農業の生産基盤の壊廃のなかで，利用価値を喪失し
ており，宅地化への抵抗力が弱まっていること，また，
宅地開発企業者にとっては，都市周辺部に広範に存在す
る林地は，畑，水田に比べて宅地の素地価格として安
く，まとまった規模で手に入るとしゅ利点があること，
この両者の相互関係が存在する限り，今後も，宅地開発
による林地の壊廃は進展することになろう。
(2) 緑地保全に関す＇.）諸制度
宅地開発の対象となる都市周辺部に広範に存在してい
る丘陵地を貴重な「緑」の資源と考える時，この「緑」
を保全あるいは活用するための制度・手法が準備されて
いるであろうかという問題がある。
現在，実施されている緑地保全に関する制度・手法は
おおよそ次の3つに分類されよう。
－土地利用規制jによるもの…………種々の目的による保
全区域を指定し，その中における行為に制限を加える
ことによって緑地を維持しようとするもの。
・緑地協定によ＇.）もの...・ H ・－－…緑地の所有者を自治体の
闘で保存あるいは，利用について契約を結ぶことによ
って緑地を維持しようとするもの。
・宅地開発規制によるもの……・…・個々の開発行為につ
いて許可基準を定め，開発地区内に一定の緑地を計画
的に確保させようとするもの。
(i）土地利用規制によるもの： 都市計画法に定める風
致地区，首都圏近郊緑地保全法（近畿圏の保全地域の
整備に関する法律）都市緑地保全法，この他各自治体
による自然環境保全条例（川崎市における自然環境の
保全及び回復育成に関する条例，神奈川県自然環境保
全条例， etc）など都市環境に必要な緑地を保全すると
いう直接的目的を持つものと，森林法に定める保安林，
文化財保護法，河川法における河川保全区域など緑地
保全を目的とする制度ではないが間接的に緑地保全に
有効なものとがある。
表3はこれらの中心的な緑地保全制度の内容を一覧
にまとめたものである。指定区域内における建築物の
建設，宅地の造成，木竹の伐採，土石の採取などの行為
を許可あるいは届出の業務によって規制している。こ
れらの規制jに伴う土地所有者の損失の補償，土地の買
入れ請求権などを取り入れ比較的完備した制度として
は，首都圏近郊緑地保全法の近郊緑地特別保全地区，
都市緑地保全法の緑地保全地区，川崎市の自然環境保
全特別地区である。しかし，緑地保全地区，自然環境
保全特別地区については，具体的な指定に到っていな
い。また， 近郊緑地特別保全地区も首都圏内で84ケ
所， 653haで，土地買入れ部分は昭和47年で48.5ha （特
別地区の約7.4%）を占めるにすぎない。
次にこれらの制度がどこで適用されているかを知る
ため実施例のある都市計画法の風致地区と首都圏近郊
緑地保全法の保全区域の指定状況をみる。
表4は東京都の風致地区の一覧である。 25ケ所， 3,
586.30haが指定されているが，その内の14ヶ所，面積
にしてその75%が23区内の公園中心とした地区であ
り，残りの多摩区で指定されているととろは，寺社，
古戦場などが中心となっている。
表5は首都圏近郊緑地保全区域の指定状況である
が，市街化調整区域内でまとまった規模で自然度の高
い緑地が対象となっているヘ
これらの制度は，都市地域におけるマクロ的な都市
環境保全の観点から「緑地」のゾーニングを行い土地‘
利用規制を行っていくというオーソドッグスな緑地保
全手法として発展されるべきものである引が，その守
備範囲は， 自然度の高い， 一定規模以上の緑地， 名
所，旧跡など学術的な緑地，防災のための緑地等，特
定の限られたものにならざるを得ないだろう。
(i）緑地協定によるもの： これに当るものとしては，
横浜市，川崎市などの自治体で行われている。自然山
林及び斜面緑地制度引， 独立樹保存事業へ 市民の森
制度剖があげられる。これらの制度は，土地所有者の。
合意を前提として，土地所有者，自治体との聞で保存
あるいは利用について契約を結び，土地所有者に奨励
金という形で契約料が交付されていること，また，傾
斜地に残る「緑」， 屋敷林などの独立樹などありふれ
た市街化のなかに残存する緑を対象としていること
等，我々が考えなければならない手法として 1つの示
唆を与えている。
凶）宅地開発規制によ＇.）もの： 緑地保全のための制度
ではないが，都市計画法の開発許可制度と各自治体が
定める宅地開発指導要綱がある。
開発許可制度は都市計画区域における無秩序な市街
化を防止するため，市街化区域，市街化調整区域内の
開発行為については知事の許可を義務づけている。そ
の許可基準のなかで公園緑地率を定めているぺ
宅地開発指導要綱は，急激な宅地開発による市街化
にさらされた自治体が，それに伴う道路，学校等の施
設整備のための財政負担の増大に困り，この対策とし
て開発行為者自身に負担させようと負担基準を定め行
政指導するというものである。そのなかで公園，緑地
の設置基準を定めている10)
開発地内に公園緑地を整備させるというこの制度
は，緑地保全とは概念を異にしているが，開発行為自
体に緑地の保全的役割をもたせる方向は考えなければ
ならないだろう。日本住宅公団などでは，自然植生を
生かした造成技術の開発が行われている11）。
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の首都圏全域を，既成市街地，近郊地帯（グリーン・ベ
ノレト地帯）， 周辺地帯の3つに区分し， 近郊地帯は既成
市街地の外側で幅10キロメートノレの区域， おおよそ，
南は藤沢，横須賀，東は千葉，北は大宮，西は立川の内
側が想定されていた。 この反域では， 景勝地， 風致地
区，自然環境などを保全し，公園・緑地の整備を行い，
市街地の無秩序な拡大を抑制するというものであった。
しかし既に昭和30年代には既成市街地の外延的拡大が
始っており，近効地帯に対する具体的な施策がとられな
いまま，首都圏での市街化が急速に進行した。昭和40年
に首都圏整備法が改定され，昭和33年に作成された基本
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大都市周辺部での宅地開発による緑地減少の現象と，
現在行われている緑地保全制度の現状について概観し
た。この問題を都市計画の課題としてどのようにとら
え，解決の方向をどのように見つけるかが問題である。
1つは，マクロ的な土地利用計画の課題である。昭和
年33に作成された，首都圏整備基本計画では，都市にお
ける無秩序，無制限な市街地の外延的拡大を抑制するた
めに市街地の周辺に緑地緑帯を配する「グリーン・ベル
ト構想」が企図された。東京都心から 100キロメートル
。， 
地域に即した緑地保全手法の確立(3) 
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表 4 東京都風致地区一覧（S47.4- 1) 
名 称 ｜雲定函書｜弘警｜賞品重｜
ha ha ha 
明治神宮内外苑 280.00 10.0 210.00 
洗 足 26. 43 26-43 
善 福 寺 29.20 29.20 
石 神 井 96.70 96-70 
江 戸 ｝｜ 333.25 333.25 
多 摩 JI I L 182. 59 9.50 L 173. 09 
和 回 堀 151. 32 151.32 
大 泉 359.60 359.60 
芝 47.72 47.72 
弁 慶 橋 30.97 30.97 
市 ケ 谷｜ 21. 00 ' 21.00 
お茶の水 12. 15 12. 15 
野 103-00 10300 
多 摩 陵 3640 36-40 
玉川上水 74-00 74.00 
五日市道 1. 98 1. 98 
廻 田 47-00 15-00 32-00 
霞 丘 陵 383. 14 383. 14 
山 回 60.00 60.00 
七 国 山 125-00 112. 00 13.00 
北 山 56.00 56.00 
東 京 道 30.00 30.00 
青梅街道｜ 52. 15 52. 15 
鈴 木 19.70 19-70 
関 口 1. 00 
計 25 か所｜ 705. 6412 880. 661 
計画ではこの構想、は根本的に変更された。近郊地帯に変
って，近郊整備地帯が既成市街地の外側に都心から50キ
ロメートルの圏域で指定された。近郊整備地帯では，計
画的な市街地の整備を行い，合せて緑地を保全する（首
都圏近郊緑地保全法による近郊緑地区保全区域の指定）
ということになり，グリーンベルト構想、が廃止され，市
街化を促進するというものに変質した山。そして，昭和
所 在 内 容
新宿，渋谷区 神宮参道
大田区 洗足池，桜山
杉並，練馬区 善福寺池，井の頭八幡
練馬区 石神弁公園，三宝寺池
葛飾区 水元緑地，山王台公庫
大間，世田谷区 公園，浄水場，六郷用水
杉並区 公園，大宮八幡
練馬区 八坂神社，稲荷山
港区 公園，愛宕山，東照宮
千代田，港，新宿区 外濠，清水谷公園
新宿区 外濠公園
千代田，文京区 外濠公園，湯島聖堂
台東区 公園，東照宮，寛永寺
八王子市 多摩陵参道，古戦場
立川，小平，小金井市 武蔵野の野趣
立川市 ， 
立川市 ， 
青梅市 丘陵，国宝，塩舟観音
町田市 ， 武蔵野の野趣
町田市 ， ， 
東村山市 // ， 
小平，東久留米市 武蔵野の野趣
小平市 ， 
小平市 ， 
文京区 新江戸川公園，椿山荘
44年の新都市計画法によって，都市計画区域を，市街化
区域，市街化調整区域に区分する作業が行われ，市街化
区域のなかに都市近郊農地，林地が多く含まれることに
なった。この様な，マクロ的土地利用計画レベルでは，
都市周辺部に広範に存在し豊富な自然環境を残していた
丘陵地についてその「保全Jという方向が採用されなか
った。又，各緑地保全制度もこの丘陵地の「緑」の保全
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表 5首都圏近郊緑地保全区域の指定状況（s 48.10. 1) （単位： Ira)
???
:I位， ,: "I'
都市名
神奈川県｜横須賀市
/ 横須賀市，葉山町｜衣笠，大楠山グ
東村山市，東大和｜）
市，武蔵村山市， ｜ 
瑞穂、町 ! ~狭山
所沢市，入間市 IJ 
上尾市，大宮市， ｜） 
浦和市，戸田市， ｜ 
川越市，桶川市， I l. cJ"l!I 
和光市，朝震市， ｜（府川
志木市，富士見町｜｜
川島村 IJ 
｜川口市
??
????
???
???
?
??
? ?
?
?
東京都
埼玉県
埼玉県
千葉県｜千葉市
逗子，葉山グ
相模原 グ
多摩丘陵北部グ
滝山 グ
安行
東千葉
神奈川県｜横浜市，鎌倉市 ｜円海山
北鎌倉
????? ??????
?
?
..千葉県｜市川市
神奈川県｜三浦市
千葉県｜君津市
茨城県 1水海道市，岩井市
牛久沼 グ
平林寺 グ
入間 グ
行徳 グ
剣崎，岩堂山グ
君津 グ
菅生沼 グ
’F 
/ 
， 
/ 
， 
近郊緑地特別保全地区
1, 0591 / 
644146. 4. 30 
264142 2. 10 
4回｜グ
三ケ岡山
相模原 ， 
// ， 
// 
// 
/ 
1, 6071 グ II 
3,3041 グ ， 
5801 グ ， 
7341 グ グ ｜東千葉 ， 61 3142. 3. 25 
962144. 3. 281 44. 4. 101円海山 グ I 100. 0!44. 5. 13 
4521 グ｜グ
681 グ ｜ グ ｜平林寺 !/ 58. 4145. 5. 28 
3981 グ｜グ
???
? 。 ? 。??
???????
??
?
??。 ，
?。 。
?
???? ?
???
?? ?????? ?
??????
// 83 0145. 8. 28 
メ込
口 言十
3761 グ l グ
?
?
? ????????。 。???
に有効に働かないまま，都市周辺部の丘陵地は宅地開発
にさらされ， 「緑」の減少はすでに一定の量に達し，さ
らに今後もその傾向は続くものと予想せざるを得ない状
態にある。従って宅地化の進んだ都市周辺部丘陵地に対
してはこのマクロな視点からの「緑」の保全ではなく，
ミクロな視点からの緑の保全の検討が残されていると考
えている。
1-8－ヶ引 652.91 
丘陵地への宅地開発を中心に，無秩序に連帯した住宅
地が形成され，あるいは住宅地が形成されつつあるなか
で，住民の居住環境のための緑地整備計画をどのように
具体化するかが課題となっている。無秩序に市街化した
都市周辺部の住宅地における居住地環境整備が大きな問
題となり，道路，上下水道，学校などの住民生活に関連
する基盤施設の整備が急がれている。この居住地環境整
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備計画のなかで公園，緑地整備が重要な位置を占める
が，この緑地整備を具体的に担保する手法として，即地
的な緑地保全手法を検討することが，今回の調査研究の
最終的目的である。
この即地的緑地保全手法の前提は次の事項である。
丘陵地には，居住環境に必要な「緑」が存在してお
り，市街化が進み，住宅地が形成される過程で，利用
出来る「緑」が残存する可能性がある。
「緑」の壊廃の側面の 1つは，これまで「緑」を維
持管理してきた林地所有者（農民〉の生活基盤である
農業経営の困難さに規定されているが，緑地保全手法
は， 「緑」の所有者の要求に依拠しなければ実現性を
持たない。
住民の緑地に対する要求に基づく，緑地整備計画が
立てられ，それに有効な手法でなければならない。
今回の調査は，即地的緑地保全手法の確立の第一歩と
して，丘陵地で宅地開発が進行し，住宅地が形成されつ
つある具体的な地域を対象にし，まず，宅地開発の進展
によって，どれだけの緑地が減少し，どれだけの，どの
ような緑地が残存しているかの実態的把握を行い，地域
の宅地化と，緑地残存との間にある相関関係を分析し，
その法則性を明らかにすること。次に，緑地がだれによ
って維持されているかの実態を把握し，緑地残存の内側
に存在する法則性を明らかにすることを，目的とした基
礎的調査である。
1-2 調査方法
(1）調査地区選定の条件
・大規模な民間宅地造成開発によって市街化が行われて
いる丘陵地であること。
・開発と緑地の変化の間にあるメカニズムを明らかに
し，また今後の変化の予測を考えるために，地区内にか
なりの緑地が残っていること。
・開発が周辺におよぽす影響の範囲が明らかにされてい
ないため，明確な地区設定ができない。したがって，開
発地と開発地相互の影響も考慮し，調査地区の規模はで
きるだけ大きくする。
(2) 調査項目と調査方法
(i）土地利用形態の変化：昭和39年11月，昭和44年6
月，昭和49年2月撮影の航空写真から，毎年度の土地
利用図（2,500分の 1）を作成した。昭和49年の土地
利用図については現地調査（昭和49年11月実施）ょに
って修正した。（付図 l,2, 3) 
(i）林地の植生及び傾斜度：植生は，現地調査（昭和50
年 1月〕と航空写真よりの読み取りによって，シラカ
シ林， クヌギ・コナラ林，アカマツ林，スギヒノキ植
木，雑木林，モウソウチク林の6分類をこころみた。
傾斜度は2,500分の lの地形図から等高線の間隔を読
みとり，傾斜度分類図を作成した。
（溢）土地所有形態の変化：土地利用の林地，農用地，荒
地について横浜地方法務局保管の土地登記簿から，地
番，地積，土地所有権利者，移転年月日，移転原因を
書きうっしこれをまとめ一覧表にし，別に写した公
図をもとに土地所有形態図を作成した。
刷土地所有者の意向調査：主に林地を所有している地
区内在住のものを抽出し，農業経営の内容，不動産経
営，土地所有面積，土地売却実績，林地利用の実態，
緑地保全制度について考え方を聞いた。
2. 調査地区の概要
調査地区は，小田急線百合ケ丘駅北側の丘陵地約お2
haを選定した〈図2）。当地区は川崎市多摩区の菅， 高
石，万福寺，古沢，金程，細山の各一部及び千代ケ丘1
丁目， 2丁目， 3丁目， 4丁目， 5丁目， 6丁目， 7丁
目を含む地区であり，全域都市計画区域のうちの市街化
区域に指定されている。
ここは，東京都南西部と神奈川県北東部に三日月形に
ひろがる多摩丘陵の南端に位置する。丘陵の標高は約
lOOm前後，稜線の高さはよくそろっており， したがっ
て遠くからみたときにはー続きの台地状の景観を呈して
いる。丘陵には数多くの谷が刻み込まれ，古くから水固
として関かれてきたが，大規模な宅地造成による開発の
進行とともに，多摩丘陵本来の地形的特色は失われつつ
ある。
開発以前の多摩丘陵の一般的土地利用は次のようなも
のであったと考えられる凶。すなわち関東ロームが厚く
堆積している台地上や緩斜面は，畑や薪炭林として利用
されてきたクヌギ・コナラ林からなり，また谷沿いの凹
地にはスギ・ヒノキの植林も見られる。水聞がひろがる
川沼いの低地と接する斜面の下部には，帯状に農家集落
が並んでいる。しかし調査地区が以上のような土地利用
状態だったのは，おそくも昭和30年頃までであり，その
後の急激な開発により，現在は台地上の畑やクヌギ・コ
ナラ林は，多く造成されて住宅地に変わっており，また
谷沼いの水田も土を入れて住宅や工場などになってい
る。同地区の現在の土地利用比率は，林地が24%，農用
地が10%，荒地が10%，宅地が43%，道路その他が13%
である。
次にこの地区の開発の経緯について述べると，小田急
線が東京新宿から小田原まで敷かれたのは昭和の初め頃
だが，同地区は比較的近年まで開発が遅れ，川崎市の中
でも最も遅くまで純農村地帯であった所の一つである。
この地区の開発の契機となったのは，今回の調査地区に
は含まれていないが，昭和33年から始まった駅をはさん
で南側に接する住宅公団百合ケ丘団地の建設であった
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図 2 調査地区の位置
14)。ついで昭和35年頃に地区の東端に住宅地開発が日本
不動震によって行われ，以下昭和36年頃金程に東亜土地
によって約lOha，昭和38年頃細山に三井不動産によって
約21ha，昭和40年頃現在の千代ケ丘1丁目～4丁目に有
楽土地によって約18haの住宅地が叩開発され，同地区の
現在の骨格がほぼできあがったのである。その後昭和44
年に細山土地区画整理事業によって約19haの開発が行わ
れた他は大規模な開発は行われていない（図3，表6参
照）。
3. 調査結果と分析
3-1 土地利用現況
百合ケ丘地区の昭和49年 11月における土地利用現況
は，土地利用現況図（付図1,2, 3）及び土地利用別構成
比（表7〕に示Lてあるごとれらによれば，調査地区全
体の面積 282.2haのうち，宅地は 121.Shaで 43目2%を占
め最も高い比率を示している。ここでいう宅地とは，そ
こに建築が建っているあるいは建てるための土地のこと
であり，必ずしも建築地とは限らず，空地も含めている。
さらにとこでは一部公共施設用地も含む。これに道路そ
の他の33.lha (11. 7%）と駐車場・グラウンド等のいわ
ゆる都市的利用の空地（この中にはその他にゴルフ練習
場，資材置場等が含まれる） 4. Oha (1. 4%）を加えると，
158. 9ha (56. 3%）で全体の約%以上は既に都市化され
ているととがわかる。これに対し，林地は67.4haで23.9
%を占めている。また農用地は26-7haで9.5%である。
農用地の内訳は， 回， 畑， その他の農用地（果樹，植
木，ハウス園芸，鶏舎等）に分けられるが，そのうち畑
（野菜が主），その他の割合が高く，回はほとんどない。
とれはこの地区の農業の性格が都市近郊型農業であるこ
とを示している。荒地は28.9ha (10. 2%）あるが，多く
は農用地が耕作放棄されて荒地化したものであり，その
他伐採跡地，自然草原等がわずかに含まれている。以上
のようにこの地区の緑地はまだかなりよく残っており，
特に林地に限ってみても，全体の約%の面積を占めてい
ることがわかる。しかしこれらの林地は大部分がクヌギ
・コナラを主体とする雑木林であり，高木にアカマツを
伴っている場合も若干みられるが，シラカシ林等の自然
林に近い林分は，屋敷林や社寺などに一部みられる程度
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図 3調査地区の主な住宅地開発
SOOM 。
表 E調査地区の主な住宅地開発
住 所 開 発 主 体 ｜面積（ni)j区画数｜認可年月日
細 山 字 内 野 95 日 本不動 産（株） 58, 182 317 35. 8.31 
2 金 程 416 東 亜 土 地 （株〕 99,173 450 36. 1. 9 
3 高石 字寺前 1202 日 本不動産（株） 24,793 
4 細山字大久保 160 一 井不動産（株） 211, 570 i 207 38 3 13 
5 万 福 寺 249 一 陽 建 設 （株） 12,231 40 38. 8. 15 
6 細 山 字 U.J 回 1729 有 楽 土 地 （株） 181, 500 40. 4. 30 
7 細 山 字 北谷 616 一 井不動 産（株） 3,646 13 41. 12. 24 
8 細山字中の間 1029 II 1.838 6 // 
9 細 山 H十－・ 七 代 830 / 7.158 21 I / 
10 細 山 字 中 島 710 ， 5, 411 20 // 
11 細 山 （株） T B s 会館 6,026 41. 12.26 
12 高 石字寺 前 1260 有 楽 土 地 〈株〉 17,276 9 43. 10. 15 
13 細 山 細山土地区画整理事業組合 187,560 4. 3. 26 
14 細 山 F十~ 七 代 875 有 楽 土 地 （株） 6.240 21 44. 4. 11 
15 高 石 個 人 2,668 48. 9. 8 
*1 旧住宅地造成事業法施行（S40）以前の認可年月日は道路位置指定年月日をもってこれにかえている。
後2 川崎市調査指導課及び開発課の資料より作成。
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表 7 土地利用別構成比（昭和49年〉
l面積川構成比仰
林 地 67.4 23.9 
農 用 地 26.7 9.5 
Il 2. 1 0.7 
畑 15.9 5.7 
の 他 8.7 3. 1 
荒 地 28 9 10. 2 
造成中の七地 0 3 0 1 
宅 地 121 8 43. 2 
駐車場・グラウンド等 4.0 1. 4 
道 路 セ の ｛白 33. 1 I 11. 7 
全 体｜ 282 2 I 100 0 
でごく僅かである。また傾斜が 15° 以上の宅地利用が困
難な急斜面上に残存しているものが多い。
3-2 土地利用の変化
次にこの地区の昭和39年から昭和49年までの10年間の
土地利用の変化をみてみる。昭和39年及び昭和44年にお
ける土地利用現況は，土地利用現況図（付図1及び付図
2）に示しである。また土地利用別面積変化は表8に示
す通りであり，これをグラフ化したものが（図4）であ
る。
これらによれば，百合ケ丘地区で過去10年間に，林地
面積は92.2ha （構成比32,6%）から67.4ha （向23.9%) 
へと約7割に減少している。また農用地は53.Iha (18. 8 
%）から 26.7ha (9. 5%）へと減少している。減少した
面積は林地とほぼ同じだが，農用地の場合は元の面積の
約50%になっており，農地の衰退が著しい。とれをさら
に詳細にみると，昭和39年には農用地全体の約%を占め
ていた回がほぼ消滅し，畑も約M以下に減少しているの
に対し果樹，植木を中心とするその他の農用地は逆に
約4倍に増加している。とれらのことからこの地区の農
業の衰退とその性格の近郊農業化とが明らかである。次
に荒地は21.5ha (7. 6%）から 28.9ha (10. 2%）へと僅
かだが増加している。これは耕作放棄された農地が，す
ぐに宅地化されずに荒蕪地として残っている部分ヵ：かな
りあることを示している。
宅地は61.Oha (21. 7%）から 121.Sha (43. 2%）へと
約2倍に増加している。この地区の郊外住宅地化が急速
表 8土地利用別面積変化（昭和39年～49年）
" （構成比%〉
｜ 昭和39年 ｜ 昭和岬 （ 昭和49年
林 地 92. 2 (32. 6〕76. 8 (27目2) 67.4 (23.9) 
農用地 53. 1 (188) 36. 2〔12.8) 26.7〔9.5)
11. 5 ( 4. 1) 5. 0 ( 1. 6) 2. 1〔07〕
訳 そ畑の他
39.3〔13.9〕 25.8 c 9.2〕 15.9 ( 5.7) 
2.3 c 0.8) 5.4 c 2.0) 8.7 ( 3. 1) 
荒 地 21.5 ( 7.6) 21-3〔7.5) 28.9 (10.2〕
造成中の 36.9〔13.1〕 23. 4 ( 8.3) 0.3 ( 01〕土地
宅 地 61. 0 (21. 7) 94.0 (33.4〕121.8 (432〕
駐車場・グ o. 5 ( o.2) 1 ・7c 0.6) 4. 0 ( 1. 4) ラウンド等
道路その他 17 0 ( 6.0) 28.8 (10.2) 33. 1〔11.7) 
全 体＼2s2.20…282. 2(100.ゆ 2(100.
図 4土地利用別面積変化（昭和39年～49年）
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に進行したことを示している。しかし今後は急激に宅地
が増加することはないと思われる。周辺地価の高騰から
大規模宅地開発が最早望めないからである。また，現在
造成中の土地に宅地を加えた面積は，ほぽ5年後の宅地
面積に等しくなる傾向がみられるが，昭和49年時点で造
成中の土地はほとんどない。もちろん造成中の土地がす
べて宅地になる訳ではないが，大体はこれでよいといえ
る。実際に昭和39年の造成中の土地と宅地を合せた面積
は，昭和44年の宅地面積に等しく，昭和44年の造成中
の土地と宅地を合せた面積は昭和49年の宅地面積に等し
い。（図4参照〕駐車場・グラウンド等はO.5ha (O. 2%) 
から4.Oha〔1-4%〕へと全面積は少ないが，比率は著し
く増加している。これは宅地化された土地が必ずしも建
築地とならずに，空地のままか，あるいはこのような都
市的利用の空地として利用される傾向が一部にあること
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を示している。また道路その他も 17.Oha (6. 0%）から
33. lha (11. 7%）へと約2倍に増加している。しかし，
一般的市街地に比較すると，まだ少なく，道路の整備は
遅れている。
調査地区は全域が同じような性格を持っている訳では
なく，市街化率，緑地残存率等で幾つかの地区に区分す
ることができる。そこで問題点を深めるため地区の性格
が異なる数地区を選び，過去10年間の土地利用変化を比
較してみることにした。今回の調査では全域を11地区に
区分したが，ここではそのうち次の3地区について述べ
る。
高石地区・・・…・・・百合ケ丘駅の北側に接する神明社を中
心とする丘の南側斜面に当り，駅に最も近く，主要地方
道世田谷町回線に沿った斜面下部はかなり古くから市街
化している。しかし斜面の上部には現在でも，神明社の
社寺林を中心にかなり林地も残存している。この地区は
北側は神明社の尾根を境界とし，南側と東側を各々世田
谷町田線と県道によって区切られた地区：とする。
南団地区………調査地区の中央に位置する丘陵一帯
で，西側を細山土地区間整理地区，北側と南側を民間不
動産会社による大規模開発住宅地に接するが，下部を除
いて比較的市街化が進んでいなし、。地区東端にある香林
寺や農家の周囲には林地や農地もかなり残存している。
細山地区………調査地区の最北端に位置し駅から最も
遠くしたがって市街化も 3地区の中では一番遅れてい
る。林地面積の割合も高い。この地区は北側をゴルフ
場，南側を細山土地区画整理地区に隣接する南向きの傾
斜地である。
これら3地区の土地利用別面積変化は，各々表9～表
11に示してある。
高石地区………地区面積は28.3haであり，このうち林
地は過去10年間に7.5ha (26. 4%）から5.8ha (20. 5%) 
へと徐々に減少している。ところが農用地は25.5%から
7.9%へと約%に減少しており， 荒地は逆に約2倍に増
加している。また宅地は32.4%から47.3%へと約1.5倍
に増加している。農地がかなり荒蕪地化し，一部は宅地
に転換していることがわかる。また林地を僅かづつだが
宅地化した所がみられる。この地区は過去10年間に徐々
に市街化してきた地区といえる。
南団地区………地区面積19.6haのうち，林地が6.lha 
(31. 6%）から 4.8ha (24. 5%）へと，農用地が19.7%
から12.2%へと各々減少したのに対L，宅地は16.2%か
ら36.1%へと約2倍に増えている。高石地区に比較する
と市街化進行が緩やかな地区といえる。
細山地区… H ・H ・地区面積31.6haのうち，林地は15.2ha
(48. 3%）から12.7ha (40. 2%）へと僅かに減少してい
るが，まだかなりの商積が残っている。農用地は27.6%
から 17.1%へと減っている。これに対し荒地は約1.5倍
表 9土地利用別面積変化（高石地区）ゐ（構成比%）
！ 昭霜~9 年 ｜ 昭和49年
林 地 7.5 (26.4〕 5.8 (20.5) 
農 用 地 7.3 (25.9) 2.2 ( 7.9) 
内 田 o.9 c 3.o) 0 c 0〕
畑 6. 1〔21.9〕 1. 8 c 6. 4〕
訳そ の 他 o.3 c 1.0) 0.4 c 1.5) 
荒 地 2目2( 7.6〕 4.4 (15.4) 
造成中の土地 0 ( 0〕 0 ( 0〕
宅 地 g. 1 (32.4) 13.4 (47.3) 
駐車場・グラウンド等 0〔 O) 一 Co. l) 
道路 そ の 他 2.2 ( 7.7) 2.5 c 8.8) 
全 体 I28-3（川別（100.0) 
表10 土地利用別面積変化（南田地区） ha c構成比却
林 地 6. 1 (13. 6) 4.8 (24.5) 
農 用 地 3. 9 (19. 7〕 2.4 (12.2) 
回 o. 1 ( 0.7) 0 c 0) 
畑 3. 6 (18. 2) 1.7 c 8.7〕
の 他 0.2 ( 0.8) 0.7 ( 3.5) 
荒 地 1.9 ( 9.6〕 1. 8 ( 9.1) 
造成中の土地 2. 3 (11. 7〕 0 c 0) 
宅 3.2〔16.2〕 7.0(36.1〕
駐車場・グラウンド等 o. 1 ( 0.7) 0.6 c 3.0) 
道路 そ の 他 2. 1 (10.5) 3.o C15. 1〕
全 体 I19. 0(100. o)I 19. 6(100. 
iこ，宅也主 56%から 18.3%へと約3倍に増加してい
る。しかし宅地率はまだかなり低く，また農地面積の割
合は調査地区の中で最も高い。との地区の市街化が遅れ
ているのは，駅から最も遠いとし、う地理的条件の他に当
地区における農業経営の基盤の強きが挙げられよう。実
際土地所有者は多くが農家であり，農家が農業経営に生
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表1 1二地利用別『ri積変化（細山地医） " （構成比加
昭和39年 i 昭和。
一一一一一一
林 地 15 2 (48.3〕 12.7 (40.2) 
t~ 間 地 8.7 (27.6〕 5. 4 (17. 1) 
rR 0〔 0) 0 ( 0) 
畑 80 (25.4) 3.0〔9.5〕
の 他 0.7〔2.2〕 2.4 c 7. 6〕
荒 地 3 4 (lo. 6) 5.6 (17.8) 
造成中の土地 1 7 c 5. 4) 0 ( 0) 
宅 地 1. 8 c 5'6〕 5 s (ls. 3) 
駐車場・グラウンド句、 0 ( 0) 0 5〔1.5〕
道路その他lo. 8 ( 2.刊 16 ( 5. 1) 
全 体I31. 6(10 
活基盤を求めている限り，土地の宅地化t主容易には進行
しないと思われる。この点について，土地所有者の性格
を調べることによってさらに明らかにしてみることにす
る。
3-3 土地の所有形態
前節で述べたように調査地区では過去10年間に林地，
農用地が各々約25ha，約26ha減少し，林地，農用地，荒地
の合計面積でも約44ha減少している。しかしなお調査地
区全体で林地が約24%，農用地が約10%，荒地が約10%
残存しているハこれらの緑地が将来どう変化していくか
についてはまだ切らかでない面が多L、。そこでここでは
子掛りを掴むため前節で取り上げた3地区について，林
地，農用地，荒地の所有形態を調べてみた。調査方法は
l沈に述べた上うに， i去務局に保f片しである公図とj：地
主主記簿から"f.tIJに林地，庭用地，荒地の各土地所有権者
（昭和49年4月1日現在で所有権枝記してある者）を拾
い出すとし、う方法を取った。ただしここでL、う土地利用
は登記簿に記載されている地目ではなく，実際の士地利
用状態のことである。登記簿上の地日はしばしば実態と
食違っていることが多い。今回調査対象となったのは，
林地，荒地．農用地合わせて460筆， 地積にし 360,909
niである。 （これはili節で調べた3地区の林地，荒地，
農用地合計面積45.lhaと違っているが，一般に登記簿上
の地積は実面積と一致しない場合が多く，特に山林・原
野については常に小さめに記載されるからである） 3地
区の調査結果は各々（表12～表14）に示しである。
高石地区・H ・H ・－－林地，荒地， 農用地合計の筆数は144
！？在あり，地積は95,707 riである。このうち林地が44,28f 
n1 (46. 3%）で最も広く，次いで荒地，農用地の）I虞にな
っている。しかし一筆当り地積をみると，林地，農用地
が各々963nl'921 n1でほぼ等しく，荒地はこれらの%以
下しかなし、。今回の調査では所有者を，調査地区内に在
住している個人， 調査地区以外の個人（不在地主〉， 法
人，宗教法人の4つに分類しているが，林地について
は，地Iヌ内の個人が57.2%で約6割を所有しており，法
人が25.2%で約2.5芹I］を持っている。これは神明社の南
側斜面を／jf発を目的として民間不動産会社が大規模に取
得しているからである。残りはすべて宗教法人（神明
社）であり，地区外側人は一筆も所有していなL、。荒地
については地区内個人が68.7%，地区外個人が10.0%, 
法人が21.3%であるのすなわち荒地の場合約7害ljを地区
内個人が持っていることになるn 農用地はすべて地区内
個人の所有である内林地，荒地，農用地を合計すると，
地lベ内個人が69.7%で約7害ljを所有している。また一人
当り地積では，地lメ：内個人が2,565 n1，法人が4,502rriで
あるのに対し，地！ま外個人は458nlで著しく小さいこと
が円につくわ
南田地反………筆数は全部で97筆，地積は69,256nlで
ある。このうち林地が29,716nl (42. 9%）で最も広く，
次いで荒地，農用地と続いている。一筆当り地積は逆に
農用地（810nl〕， 荒地（718nl), 林地（660rri）の順に
なっている。荒地の地積が他地区に比べて大きいのは，
地区外個人の所有による部分の割合が小さいことと関連
しているのではないかと思われる。すなわち荒地は地区
外個人によって将来の宅地として小規模に所有され易い
傾向がある。次に林地所有者の内訳をみると，地区内個
人が83.9%で8割以上を所有しており，ついで地K外個
人の86%，宗教法人（呑林寺）の6.1%と続いているe
これを一筆当り地積でみると，地区外個人（319nl)I土
地灰内個人（756nl）の%以下である。荒地については
やはり地区内個人が84.8%で圧倒的に多L、。農用地は高
石地いくと同様すべて地区内個人の所有である。したがっ
て林地，荒地，農用地を合計すると，地区内個人が全体
の88.8%を占めていることになる。一人当り地積は，地
区内個人が2,792rri，地区外個人が756niでやはり地区外
個人の値が小さい。
細山地区...・H ・－－本数は全部で219筆，地積は195,946 u1 
である。この地区は3地区の中では最も林地の割合が高
く95,737 ri ( 48. 9%）ある。次いで農用地，荒地と続い
ているが，農用地の割合が荒地の割合より高いのも 3地
Kの中ではここだけである。さらに一筆当り地積につい
て入ると，農用地が1.112niで林地 CL088u1）を上回っ
ているの荒地（564ni）はこれらの約均しかない。 とれ
らのことから当地医における農業が他地区に比較して大
きな比重を持っていることが予想される。次に林地所有
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表12 土地利用別所有形態（高石地IJ<J
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地積nt（構成比%）
~ l地区内個人 l地区外個人｜法 人｜宗教法人（全
；｜林 I: : 125，ムJ。｜」25.2) I 7, 81: (17. 6) I 
2 108 I I 5,589 I 3,906 
十7)13 ：~ (10.0 
'I 地
一筆当り地積
所有者数
一人当り地積
｜荒 筆数
地積
一筆当り地積
所有者数
一人当り地積地
農｜筆
地
?????
????
?????
903 
12 
18 
L 225 
数 12 
積 I19, 347000. o) 
921 
9 
2,150 
L 118 963 
16 
2,768 
976 
2 2 
77 
3 
32,079 
417 
28 
｜｜ 
21 
19,347 
921 
9 
2,150 
667 
26 
291 
7 
458 
数 I 100 I 11 I 25 I 8 I 
積 I66, 686 C69. 7) I 3, 203 c 3. 3) I 18, 001 C18. 8〕I 7,811 c 8. 2) 
計 ｜ 一筆当り地積
所有者数
一人当り地積 2,565 
720 
4 
4,502 
144 
95,707 
665 
39 
2,454 
976 
2 
3,906 
者の内訳は，地区内個人が73.3%で約7割を所有してい
る。地区外個人は 16.5%，法人は 10.2%である。 これ
を一筆当り地積でみると，法人がL389niで地区内個人
(L064ni）や地区外個人（L054ni）よりやや大きい。
荒地については地区内個人が77.0%でやはり最も多い
が，地区外個人も18.1%を占めており， 3地区の中では
最も割合が高いのが注目される。これを一筆当り地積で
みると，地区内個人の707niに対し，地区外個人は327of 
しかなし、。さらに一人当り地積でみると， 前者のし503
ofに対し，後者の 404niで%以下である。すなわち地区
内個人〔ほぼ農家であると考えられる）の所有する荒地は
耕作汝棄地の荒地化したものだが，地区外個人の所有す
る荒地は将来の住宅用地として取得されたもので，いわ
ゆる図上分筆の形である。したがってこれはやがて宅地
に転用される土地といえる。農用地は地区内個人が95,3
%でほぼ全部を占めている。残りは調査地区に隣接する
ー農家が所有するもので，これも地区内個人と考えれ
ば，農用地は地区ともすべて地区内個人によって所有さ
れていることになる。林地，荒地，農用地の合計では全
体の約 8~到に当る80.2%を地区内個人が持っていること
になる。一人当り地積は，地区内個人が3,928nf' 法人
が4,001 ofに対し，地区外個人が865ばである。
土地所有形態調査で明らかにされたことをまとめる
と，次のようになる。
(1）まず一筆当り地積は，林地，農用地がほぼ等しく約
L OOOni前後であり， 荒地はこれらに比べてかなり小さ
い。これは荒地の場合地区外個人による所有率が比較的
高いからであり，荒地は地区外個人によって小規模に分
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地積al（構成比%〕土地利用別所有形態 (j否問地区）表13
I J1g v：内個人［ 体全宗教法人人法地区外個人
45 3 8 33 数筆林
29, 716 
28 ,
20,101 
660 
22 
L 817 ( 6. 1) 
606 
409 ( 1.4) 
409 
2,555 ( 86) 24,935 (83.9〕積
－＊当り地積
所有者数
一人、弓り地積
数
地
?
地
荒
?????ーー??156 L370 
積
一筆当り地税
地
L 436 
24 1: 
312 
。
19, 439 1: 
810 ' 
???
? ??ーヮ
97 ,5 
69,256 
714 
31 
2, 129 ( 3 0〕
426 
2 
??????
??
??
??
?
???
?
? ?
??
? ???? ???ヮ ??
。
L370 
。
所有者数
一人当り地積
数筆
地
i良
積地
810 
9 
一筆当り地積
所有者数
?? ， ， ， ，
2,160 一人当り地積一J也
10 81 数
?
61, 424 (88. 8) 積地
529 758 一筆当り地積
7 22 所有者数
2,234 
(4）農用地はすべて地区内個人（農家）によって所有さ
れている。
(5）一人当り地積は地区内個人，法人，宗教法人がほぼ
一手しく各々 3,000～4,OOOnl前後であるのに対し，地区外
個人はそのM～%程度しかなし、。これは地区内個人が主
に以前から同地区に在住して農業経営を営んできた農民
！脅からなり，法人は開発を前提とした大規模取得を行う
例があり，また宗教法人は社寺林の存在があるのに対
し，地区外個人は将来の住宅用地として荒地や林地を小
規模に所有していることに起因している。
(6）土地の所有形態はかなり小規模分散型である。農地
についてはこれまでもその所有形態が小規模分散型であ
ることが指摘されているが，林地にも同様の傾向がみら
れる。
2,129 756 
筆して所有され易い。
(2）林地は約7割が地区内個人によって所有されてい
る。次に法人が多く所有しているが，法人の場合は一人
当り地積が大きし、。法人が林地を所有する場合は開発を
目的として大規模に取得するからである。既に述べたよ
うにこのような例が高石地区において観察された。また
荒地や農用地に比較して宗教法人の所有率が高いのも注
目される。いわゆる社寺林の存在である。
(3）荒地は約8害ljが地区内個人によって所有されている
が，地区外個人の所有率も比較的高L、。既に述べたよう
に耕作放棄された農地が宅地造成されずに図上分筆の形
で地K外個人の子に渡り，やがてー宅地のみの宅造によ
ってで地化されるのを待っている荒地がかなりあること
をf想させる。
2,792 一人当り地積
表14 土地利用別所有形態（細山地区〉
宅地開発地域における緑地残存形態に関する調査研究
地積rzl（構成比%〉
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林 筆
地
一筆当り地積
地 l一人当2I 
荒 筆
地
地
農
??
地区内個人
66 
、?
?
? ? ??。????? ??，????
l, 054 
12 
1,317 
26 
s. 491 (ls. 1) 
327 
21 
404 
3 
?????
l, 064 
24 
2.925 
体
7 。 88 
95.737 
l, 088 
38 
2,519 
9. 725 Clo. 2) 
l, 389 
2 
4,863 
51 。 83 
46,835 
564 
48' 
976 Ii 
L 130 
17 
2,992 
数 162 
36.067〔77O) 
707 
24 
l, 503 
6 
2,277 ( 4.9) 
380 
3 
759 
45 。。 48 
53,374 
1, 112 
18 
2,965 
地 積 Iso, 864 C95. 3) I 2, s10 c 4. 1〕
用 ｜ 一筆当り地積
所有者数
地 ｜一人当り地積
837 
1 
2,510 
筆
地
44 13 。 219 
195,946 
895 
積 I151, 136 C8o. 2) I 26, so8 (13. 1〕l12,002 ( 6. 1) 
計 I 一筆当り地積 970 
所有者数 1 40 
一人当り地積 I 3 928 
609 
31 
865 
923 
3 
4,001 
74 
2,648 
的地区内個人も大部分は小規模土地所有者からなる
が，ごく一部に一人で2～3haを所有する大規模土地所
有者が存在する。これは戦前からの旧地主層であると思
われる。このことは地区の市街化率と関連を持ってお
り，市街化がかなり進んでいる地区では大規模土地所有
者の割合は小さくなっている。市街化の進行につれて所
有者が土地を徐々に手離すか，あるいは不動産経営のた
め宅地化するからである。
3-4 土地所有者の意向
高石地区，南団地区，細山地区の土地所有者のうち林
地を3筆以上所有している調査地区内の個人は19人であ
った。 （地区内個人以外では法人2，神明社，呑林寺が
ある）この19人を中心に林地以外の土地所有も考慮して
選んだ人に対し，土地所有者の意向を明らかにするため
ヒヤリング調査を行った。今回は充分な数の調査が行え
なかったが，地区の市街化圧力に対し，林地，農地等の
所有者がどのような対応をしているのかは概ね明らかに
なったと考える。以下に取り上げた5例は兼業農家が4
例，元農家が 1{JI］だが，兼業農家の中でも農業と不動産
経営との兼業，農業，不動産経営，自営業の3つの兼業
等様々な性格を有している。
A （高石地区） .・ H ・…農業と不動産経営（ 2戸長屋2
軒）との兼業農家で，主な作目は野菜である。家族数は
6人で， うち農業従事者は夫婦2人，農業は続けたいが
息子は現在勤めに出ており，後を継いでくれるかどうか
はわからないという。土地所有面積は現在山林O.Sha,
畑o.4ha，宅地O.lhaで，過去10年聞に売却した面積は畑
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をo.2ha宅地にしているの 上地は現状通り持っていたい
が，市街化区域内でもあり縮少することになろう。その
際宅地としては山林よりも畑の方が売り易い《山林l工現
在全く利用していなし、。また川崎市で実施している緑地
保全制度について広見を求めたところ，山林及び斜両緑
地制度引については農協とか国j会で話は聞いており場合
によっては応じてもよいと考えている。独立樹制度7）に
ついても知っているが，指定を受けるような大きな木は
ないわ周辺の都市化に対しては，住宅からの封｜水が農地
に侵入して困っている，道路や下水の整備を進めて欲し
し、とし、う。
B （高石地区）…・・・・・！；！！；業と不動産経営（貸地500坪j
との兼業農家で，主要作fjは野菜，自宅消費のみで出荷は
していない。所得の内訳は農業が40%，不動産経営が10
%，その他50%である。家族数は5人， うち農業従事者
は老夫婦2人，後継者がいないので農業は白分ができる
所までやり，将来宅地並み課税等で農業が続けられなく
なれば，土地を端から売却していくことになろうとい
う。土地所有面積は現在山林O.5ha，国O.2ha （休耕中），
畑が 1.Oha （うち耕作しているのは o.5ha〕，宅地 o.3ha 
で，過去10年間に売却した面積は，昭和44年に畑・山林
を1.Oha川崎市に，昭和48年に町・山林をO.3ha相続税の
ために手離している。川崎市に売った部分は小学校建設
用地である。当面l二地売却の予定はなし、。林地も現在は
全く利用していないの山林及び斜面緑地制度や独立樹制
度については知っているが指定されて自分のn由にでき
なくなるのは困る，また川崎市自然環境保全条例に基づ
く自然環境保全地域16）の指定についても，補償を考えな
ければ応じられないとし、うわ
c （南田地収） ・・・・…農業と不動産経営（寮 1棟）と
の兼業農家で，主要作目は野菜（95%くらい出荷してい
る〕及び柿等。所得の内訳は農業が70%，不動産経’肖が
30%でかなり農業に比重が掛かっているη 家族数ば2
人，うち農業従事者は夫婦2人である。後継者については
息子がまだ高校生で将来は未定だが自分の代までは続け
るつもりだとL、う。土地所有面積は山林が1.Oha，畑o.8
ha （うち耕作中がo.7ha，さらにそのうち樹園地がo.15 
ha），宅地o.2haであるη 過去における土地売却実績は，
昭和35年頃山林を o.5ha民間不動産会社に去っている
が，それ以後は全くない。しかし細山土地区同整理事業
が施行された際，減歩で山林が約o.5ha程減っている。
当面土地売却予定はないが，宅地並み課税等で多少は売
ることになろうとし、うの林地の利用については現従でも
薪 (I3宅消費〕， ドくず（堆肥〕を少し採っているO 山
林及び斜面緑地制度は知らないが，独立樹制度1土知って
いる。しかし登録できる木はあるが登録しなかった。ま
た保全地域の指定についても「確かに緑地は必要だが，
法の網をかぶせ私有権を侵すのはよくない。指定するの
ならあくまでも税の免除等の補償がなければならない」
としづ。周辺の都市化については，個々パラバラに市街
化するよりも区画整理で同発したほうがよいと考えてい
る。
D （南山地区）……・・この農家も農業と不動産経常
（貸家3J-i）その兼業だが，その他に近くで弟が経営し
ている造園業を手伝っている。したがって収入は良莱が
35%，不動産経営が60%，その他（造園業手間賃） 5 % 
である。家族は6人だが， うち農業従事者は4人で，主
に野菜， 果樹， 植木等ーを作っている。後継者について
は，できるだけ子供に継がせたいが長男は現在大，t’生で
あり，将来はどうなるかわからないという。しかし自分
の代までは農莱をやるつもりである。土地所有面杭は山
林 0.9ha，畑 1.3ha （うち植木がo.2ha，果樹がo.lha), 
宅地o.17ha。ここ10年間は土地を全く売っていないし，
当面売却の予定もなし、。独立樹制度は知っているが，
「校を伐つてはいけないとか，めんどうな規則があり，
年に僅かな奨励金を貰ってもしょうがないので，登録で
きる木はあったが申請しなかった」という。また保全地
域の指定についても， 「土地が自分達の自由にならない
のは困る」と考えている。さらに周辺の都市化につい
て， 「市街化以域内の農業は，宅地並み課税があり，手
間賃，資材費も向くなっており，貸家経営などをやらな
いとやっていけなくなっている。税制j面で優遇してくれ
なければ自滅してしまうだろう」と述べている。
E （細山地反）・ H ・H ・－－ここにあげた5例の中で唯一の
農家でない事例である。農業は昨年まで当主の父親が一
人で自家消費用の野菜を作っていたが，高齢のため今年
限りで止めたからである。したがって現在の収入は不動
産経営（寮 1棟，マンション 1棟・ 16戸，貸地10ド）の
30%と，ノミ｛ベキュー，旅館等の経営の70%から成って
いる。家族数は6人。土地所有面積は山林が 1.Oha，田
o. 15ha （休耕中〉，畑o.8ha （のうち柿がo.3ha，畑は休
耕中），宅地o.8haである。過去における土地売却実績は
昭和35年に畑・山林を 2haを（株〕よみうりランドに売っ
ているが，最近10年間は 1件もなし、。当面売却予定はな
いが，現在細山で新たに計画中の土地区画整理事業区域
に入っている所があり，減歩で当然、減ることになろう。
独立樹制度は知っており，登録できる木もあるが，登録
しなかったという。
以上の調査結果をまとめてみると次のようになる。
(1）今回調査対象となった者はほぼ農業と不動産経営そ
の他との兼業農家であるが，これを所得の内訳からみる
と，農業以外の部分にむしろ比重の掛かっている者が多
い。これは市街化区域内で農業を継続していくことの困
難さに起因していると思われる。実際周辺の都市化に対
する意見でも「市街化区域内では税制面等で優遇策を講
じてくれない限り，農業はやがてだめになるだろう」と
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答える者が多かった。その最大の理由はいわゆる「宅地
並み課税」であるが，その他にも農業労働力の不足と高
齢化，後継者難，人件費・資材費等の高騰，農用地と宅
地の混在化に伴う農業公害の発生等の原因が考えられ
る。しかし調査地区内の林地を所有しているのは多くこ
れらの兼業農家であり，彼らの動向が林地の存続・壊廃
に重要な影響を持っていることも事実である。
(2）主要作目は野菜，果樹で柿・栗が多い。これも手聞
が掛からなし、からで農業労働力の不足を裏付けている。
すなわち農業従事者はどこでも 1～ 2人程度で，しかも
高齢者が多L、。また後継者についてもいないか，若年で
将来は不確定である。
(3）過去10年間の土地売却実績についてみると，高石地
区と南田，細山地区では明らかな違いがみられた。すな
わち駅に近くこの10年間の市街化が3地区の中で最も著
しかった高石地区の場合，調査したすべての農家が土地
を売却しているのに対し開発が比較的遅れている南
回，細山地以：では土地を売っている者はいなかった。し
かしこれらの地区でも区画整理による減歩等で所有地は
確実に減少しており，また自ら不動産経営を行うことに
よって，林地や農地の宅地化も進んでいる。彼らは当面
土地売却の予定は持っていないが，「宅地並み課税」のた
め将来は，具体的には登録農用地（Jl崎市を含め一部の
地方自治体では市街化区域内で営農の継続を希望する者
には，登録した農地に対し期間を定めて宅地並み課税の
増額分に相当する奨励金を交付し，実質的に宅地並み課
税の実施延期を行っている〕の期限がきれた時点で，端
から少しづっ売ってL、かざるを得ないだろうと答えてい
る。また農家が土地を手離す直接的動機となるのは相続
税と子供の独立資金だが，これらによっても将来林地や
農家の手を離れて宅地化していくと思われる。
(4）昔は薪炭林や堆肥用の下くずを採るために利用され
ていた林地も，現在ではほとんど利用されていない。
(5）川崎市で実施している幾つかの緑地保全制度につい
て尋ねてみたが，全く知らないか，知っていてもその適
用に対しては反対の者が多かった。特に山林及び斜面緑
地制度についてはほとんどの者が知らなかった。独立樹
制度や自然環境保全地域については一応全員が知ってい
たが，その指定に対しては難色を示す者が多し、。その最
大の理由は，所有者に対する制限が強すぎることで，指
定に際しては飽くまでもそれに見合った補償をして欲し
いと考えている。
3-5 林地残存形態の類型化
既に明らかにしたように，調査地区には現在でも約24
%の林地が残存している。しかしこれらの林地はすべて
が同じ形態や理由で残っている訳ではない。残るための
必然性があって残っているものもあれば，消滅していく
過程として偶然に残っているものもある。そこでこれら
の林地の残存理由と将来の存続可能性を明らかにするた
め，林地の残存形態の類型化を行い分析を試みた。調査
地区における林地の残存パターンを類型化すれば次の 5
つになる。
(1）虫食い開発の中に断片的に残存しているもの
(2）宅地開発の周縁部に残存しているもの
(3）社寺林として残存しているもの
μ）屋敷林として残存しているもの
(5）開発がほとんどなされずに山として残存しているも
の
次にこれらパターンの具体例をみてみよう。
(1）虫食い開発の中に断片的に残存している例……・・こ
れに当るものとしては，百合ケ丘駅北側に接する神明社
を中心とする丘の｜側斜面一帯がある。この地区は大規
模な宅地開発は行われず，中小規模及び個別開発によっ
て市街化してきた所である。現在の土地利用状況は，私
道開発による中小規模の住宅地とその聞に断片的に残存
している林地及び荒地から成る。しかし，昭和39年の土地
利用では畑と林地の害lj合が高く，この10年間に畑の荒蕪
地化，宅地化，林地の宅地化がかなりなされてきたこと
がわかる。残存している林地はクヌギ・コナラを中心と
する雑木林が主で，現在もほぼ地区内の農家に所有され
ているが，一部民間不動産会社に買収された所があり，
将来の宅地化が予想される。これらは必然性があって残
存しているというよりも，むしろ蚕食的市街化わ中で開
発不適地が，あるいは所有者の意向によって偶然的に残
存してきたものといえる。したがって周辺の市街化の進
行につれて，市街化圧力が高まれば，相続，離農等の際
に農家の所有から離れて，宅地化されていミ可能性は大
きい。
(2）宅地開発の周縁部に残存している例………この例に
当るものとしては，調査地区の東北端，昭和35年頃民間
不動産会社によって造成された住宅地の周縁部の急斜面
上に帯状に残存している林地がある。この辺りは駅周辺
部を除いて最も早くから市街化してきた所である。丘陵
上の住宅地はやや質が低く，それと急斜面の林地を挟ん
で東側に広がる水田跡の低地は，共同住宅の割合が高い
零細な住宅地。現在の土地利用は急斜面上の林地以外は
ほぼ宅地から成る。しかしこの林地は昭和39年には現在
よりも巾があったが，過去10年間に一部宅地化したこと
がわかる。これらの林地は急斜面のため開発不適地とし
て残存しており，いわば残るための必然性を持ってい
る。しかし周辺地価の上昇につれ，一部は造成されて宅
地化される傾向がみられる。
(3）社寺林として残存している{71j・・……これに当るもの
としては，高石地区の神明社，南団地区の呑林寺等があ
る。共に昭39～49年の10年間に林地の壊廃は全く行われ
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図 5虫食い開発の中に断片的に残存している林地の具体例
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ていなし、。社寺林が容易に宅地化されない背景には，宗
教法ー人の所有地には凶定資産税，都市計画税が課税され
ないこと（地方税法348条， 702条の 2），相続税が掛か
らないこと等がある。また宗教的意味もあり伐られるこ
とも少なし、。このように社寺中相主将来とも残存する可能
性は大きし、。
(4）屋敷林として残存している例………A農家（高石地
区）の屋敷林は過去10年創に一部伐られて不動産経営の
為の宅地に変化しているのに対し， C農家（南凹地区）
の屋敷林はこの間全く変化していない。屋敷林は本来防
風林として意識的に残されてきたものだが，農家の生活
様式の変化，子供の独立の為の住宅用地として等の様々
な理由により潰れていく＂＂ J能性を持っている。
（の開発がほとんどなされずに山として残存している例
－…細山地区一帯がこの例に当る。この地医は駅から
最も遠く，北側をコソレフ場に隣接する南向きの傾斜地で
ある。現在斜面上はほぼ雑木林によって覆われており，
林地本ば非常に高L、。その聞に入り込んだ小谷戸は農地
と荒燥地から成っている。昭和39年の土地利用ではやは
り林地と農地の占める割合が高かった。過去10年間に林
地はほとんど変化せず継続して残存しているのに対し，
農地はその内訳が大部分畑であったものが，畑以外の農
地，植木果樹等と荒首長地にかなり変化している。現在林
地はほぼ地区内の農家によって所有されているが，これ
らの林地がこれまで残存してきたのは，当地区が駅から
遠いとし、う地理的情lJ約条件の他に，所有者である農家の
意向が大きく反映していると思われる。この地医の農家
は農業の他に不動産経営を行う兼業農家が中心だが，比
較的農業に比重を置いた精農ともいうべき者が多い。彼
らが農業に生活本盤を求める限り，地区の市街化に対し
ては抑制要因として働く。当地区の林地はいわば残存す
る必然性があったといえるが，市街化区域内で農業を続
けることの困難さが年々高まっており，将来ともこのま
まであるかどうかについては予断を許さない。この地区
の南側に隣接する地区は組合施行による土地区画整理地
区だが，ここも事業前である昭和39年にはほぼ同様の土
地利用構成であった。したがって当地区も将来開発圧力
が高まり，区両整理事業が施行されれば，林地が大幅に
宅地に転換されることになろう。民間不動産資本による
大規模宅地開発の可能性は現在あまりないと思われる。
周辺地価の高騰により林地の地価も高くなり，宅地開発
の素地価格としては高くなっており大規模開発のメリヅ
トが薄らいでいるからで，民間不動産資本は規模の効果
がない所には弦場してこないことが過去の例から推察で
きる。これとは別に農家が中小不動産業者を仲介者とし
て，図上分筆とー宅地のみの宅造とし、う形で所有地の宅
地化を進める傾向が一部でみられる。こうした開発は都
市計画法に基づく開発許可制度を始め，川崎市団地造成
事業等施行基準い、わゆる宅地開発指導要綱〉による指
導行政にも引掛からないため，（これらはO.lha以上の開
発行為についてのみ適用される）公共施設整備や災＇.， _Ifの
防止等地区環境の整備という点からは問題が残る。
3-6 まとめ
調査地区におけるような宅地化が進行しつつある大都
市近郊丘陵地では，前節で述べたように林地の残存パタ
ーンは大きく 5つに類型化できる。これらをさらに残存
するための必然性を有するものと，消滅過程として偶然、
的に残存しているものとに分けるならば，前者に当るの
が，宅地開発地周縁部に残存している林地，社寺林， l日
発がほとんどなされずに山として残存している林地の3
つであり，後者に当るのが，蚕食状開発地の中に断n・的
に残存している林地である。農家の屋敷林はこれまで防
風林として意識的に残されてきたが，現在ではその機能
が薄れており後者に分類できると思われる。
宅地開発地周縁部に残存している林地は，一般に丘陵
地における開発が水IU跡の低地から始まり，次いで丘陵
上が切られて宅地化されるとし、うノ之ターンを取るがL*.
丘陵上と低地との問の，包傾斜地や崖地に比較的小規僕に
帯状に残存しているもので，宅地としては利用不可能な
ため必然的に残ったものである。クヌギ・コナラを中心
とする雑木林が主で，値生的には大きな価値を持たない
が，地以住民にとっては急傾斜地の崩壊防止，長観的効
果，居住環境維持のための緩衝緑地としての機能等様々
な機能を果している。ところが周辺の市街化に伴う地価
の上昇につれ，こうした急傾斜地の宅地化が一部で行わ
れる傾向がみられる。傾斜地のため周辺に比べて地価が
安く，かなり造成費をかけても十分採算がとれるからで
ある。このように急斜面上の林地が削られていくのは，
豪雨時に崩壊を引起こす等防災的見地からは問題があ
る。しかし一般的には将来とも残存する可能性が大きい
林地といえる。
社寺林は小規模だが古くからその地区の鎮守の森とし
て存続してきており，シラカシ林等質的に高いものが多
い。これはもちろん宗教法人の所有になるものだが，既
述したように宗教法人の所有地には固定資産税，都けit
同税が課税されず，また相続税の対象にもならないため
容易に宅地化されないのさらに宗教的に伐られることも
少なし、。このように将米とも存続する可能性が非＇1＼’に高
い林地といえる。社寺林が地｜玄ft民にとってどのような
意味をもつのかは， t＼＇と今とでは若干異なるのだゐう
が，風致的意味や子供の遊び空間としての利用の他に，
地区コミュニティ形成の場としての位置付けも可能なの
ではなかろうか。
開発がiまとんどなされずに山として残存している林地
は，駅から遠距離にある等地理的制約条件とともに，主
宅地開発地域における緑地残存形態に関する調査研究
図 7 開発がほとんどなされずに山として残存している林地の具体例
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表15 林地残存形態の分類
林地の残存｜ ｜ ｜ ｜ パターン l規模・形態・質｜所有者｜ 残 存 理 由 ！ 将来の存続可能性
虫食い開発の中｜比較的小規模 ｜（元）農家｜農家の土地切り売り，不動産経！市街化圧力（地価の上昇，宅地
に断片的に残存！ （開発段階によ｜ ｜営等による市街化の中で，開発｜並み課税，農業上の困難さの増
って差がある〉 ｜ ｜不適地や農家の意向によって偶｜大）によって，相続・離E塁手の
クヌギ・コナラ｜ ｜然的に残存。 （際にさらに宅地化されていく可
を主とする雑木｜ I i能性が大きい。
林 I I [ 
宅地開発地の周 l比較的小規模急｜開発者 1急斜面のため開発不適地として｜周辺地価のk昇につれ，一部造
縁部に残存 ｜斜面・崖地に帯 1 ｜残存。〔必然性あり〉 ｜成されて宅地化される可能性が
状に残存クヌギ｜ ｜ ［ある。
・コナラを主と 1 I 
する雑木林 ｜ ｜ 
社一寺林として州、 規 模！宗教法人｜固定資産税，都市計画税岬！将来とも存続する可能性以き
存 ｜シラカシ林等質｜ i：悦相続税も掛からない。 ｜い。
い主高い ｜ j〔必然性あり〉 ｜ 
屋敷林として残｜小 規 模｜農 家｜本来は防風林として意識的に残 l生活様式の変化，分家のための
存 iシラカシ・ケヤ｜ lきれてきた。 l住宅用地として等の様々な用出
キ等質は高い ｜ ｜ ｜により，潰れる可能性がある。
開発がほとんど！大 規 模｜農 家｜駅から速すぎるため開発不適。！大規模宅地開発の可能性は宅地
なきれずに山と｜クヌギ・コナラ i ｜所有者である農家が生活基盤を｜開発の素地価格としては地価が
して残存 ｜を主とする雑木｜ ｜農業に置き，地区の開発に対し｜高騰しており，薄くなっている。
1林（一部アカマ｜ ！ては抑制要因として働いている。｜区画整理で大きく潰れる可能性
lツを含む） I I C必然性あり） ｜はある。
そ の 他｜ I ｜図上分筆とー宅地のみの宅造
にその所有者である農家の意向によって残されてきたと
考えられる。こうした地区の農家はほぼ農業と不動産経
営との兼業農家が中心だが，むしろ農業の方に比重が掛
かっている精農ともいうべき者が多い。彼らは農業に生
活基盤を震いており，営t警の継続に障害となる地区の市
街化には比較的冷淡である。このようにこれらの林地は
これまで残るための必然、性を有していたといえるが，将
来の存続可能性についての保障ばない。それは土地所有
者である農民の個々の事情によって土地が手離されるか
らである。犬都市近郊の特に市街化区域内において農業
を継続することの困難さが年々増大している現在，この
危険性はますます高まっているといえる。市街化区域内
（関産許可制度に引掛からない〕
とし、う形で開発きれる傾向が一
部にみられる。
今後は宅地並み課税等もあり，
徐々に市街化が進むと考えられ
る。
で農業を継続することの困難さの理由は，まず宅地並み
課税だが，その他にも農業労働力の不足と高齢化，後継
者難，人件費・資材費等の高騰，周辺の市街化に伴う農
業上の困難等があげられる。したがって相続や離農等の
際に林地が農家の予を離れ宅地化される可能性は常にあ
る。既に述べたように，周辺地区がある程度開発されて
いる場合には，民間不動産資本による大規模な宅地開発
の可能性は地価の高水準によって比較的少ないといえ
る。しかし農家によって図上分筆とー宅地のみと宅造と
いう形で開発が行われる傾向が一部にみられるととは注
目される。こうした大規模に残存している林地もやはり
クヌギ・コナラ林が中心だが，住民のリグリエーショ
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ン，散策等の場としては貴重な緑地資源であるといえよ
う。
虫食い開発の中に断片的に残存している林地は，開発
段階によって差があるが比較的小規模である。これらは
現在も主に（元）農家によって所有されているが，農家
の土地切り売りや自らの不動産経営のための宅地化によ
って徐々に演されてきており，開発不適地等が偶然的に
残ってきたものである。したがって周辺の都市化の進行
につれて地価の上昇，宅地並み課税，営農継続の困難さ
の増大等の市街化圧力が高まれば，これを外部的要因と
して，相続税の支払い，離農，子供の独立等の内部的要
因の発生に際し，さらに農家の手を離れ宅地化していく
可能性は大きい。これらの林地もほぼ雑木林が中心だ
が，無秩序な形で残存している緑地であり，地区住民に
とってはむしろ迷惑な存在であることもありうる。しか
し防災的機能や景観的効果，地区の居住密度を間接的に
下げる効果等評価できる面もある。
最後に農家の屋敷林について述べると社寺林と同様小
規模だが，シラカシやケヤキを中心とする質的には高い
林地である。しかし本質的には私的な空間であり地区住
民にとってどのような意味があるのかは若干疑問であ
る。将来の存続可能性は防風林という本来の意味が薄
れ，農家の生活様式の変化や分家のための住宅用地とし
て等の様々な理由により潰れていく可能性があるといえ
よう。
おわりに
本調査によって，宅地化が進行しつつある丘陵地域で
の緑地の残存形態について，具体的地域のなかでその内
容をほぼ明らかにすることができた。本調査研究の最終
的目的としている即地的緑地保全手法の検討を今後も本
調査地域のなかで行ってゆくことにしているが，その基
礎的な資料を作成することができた。次の機会には，今
回の調査で明らかにされた残存緑地について，居住地環
境整備の立場からその評価を行う調査を企画したい。
く注＞
1〕東京の土地 1974年東京都
2〕住宅用地完成面積調査結果の解説建設省計画局統
計課
3〕民間宅地造成事業実態調査に関する結果報告建設
省計画局宅地部
4）地区指定の内部基準として， 「原則として市街化調
整区域内で1ヶ所lOOha以上のもの」となっている。
5）各制度問の関連性はなく，総合的な働きが薄い，首
都圏近郊緑地保全法，都市緑地保全法による保全区域
は都市計画法の地域地区制として都市計画に定められ
る。
6）山林及び斜面緑地制度は横浜市で最初に実施され，
その後川崎市等でも行われるようになった。川崎市山
林及び斜面緑地の保存要綱（昭和47年）によれば，自
然、山林の保存を図ることを目的として， 「市長は所有
者の申請に基づき主として市街化区域内の山林及び斜
面緑地で適当と認める自然林について所有者との間に
保存契約を締結」することによって成立する。契約期
間は10年以上，所有者は土地の所有権を移転しようと
する時は，市長に協議しなければならない。また市長
は所有者に対して毎年一定額の奨励金を交付する。昭
和48年現在でこの制度による適用状況は，横浜市にか
なり実績があり 282haが指定されている。横浜市以外
ではあまり指定は進んでおらず，川崎市の場合斜面緑
地3.4haにすぎない。
7）川崎市独立樹保存事業要綱（昭和47年〉によれば，
独立樹の保存を図ることを目的として， 「市長は所有
者の申請に基づき，主として市街化区域内の独立樹
で，適当と認める樹木について，所有者との問に保存
契約を締結することにより成立する。契約期間は10年
以上，その他所有権を移転しようとする際の市長との
協議義務，奨励金交付の規定等山林及び斜面緑地制度
と同様である。なおこの制度はその後制定された川崎
市における自然環境の保全及び回復育成に関する条例
（昭和48年〉の中に吸収され，保存樹木，保存樹林
（生垣）の制度と改称されたが，内容的にはほぼ同じ
である。
8〕この制度は横浜市で始められ，その後千葉市でも行
われている。市長は「市民のいこいの場として，自然、
の形状を生かした市民の森を設置し，もって緑地の保
存を図る」という目的に適当と認めた山林について所
有者と山林使用契約を結ぶ。契約期間は原則として10
年以上，規模は5ha 以上，所有者は所有権の移転に際
して市長と協議する義務があり，市長は固定資産税，
都市計画税及び利用による樹木等の損障額に相当する
奨励金を所有者に支払うことになっている。
9）開発面積が0.3～5haの場合はその3%以上の公園
・緑地面積をとる。 5ha 以上の場合は3%以上の公園
・緑地面積をとり， lケ所の公園面積は300n1以上で
なければならない。さらに5hatJl::の場合は， 5 ha～ 
20haのものはしOOOnl以上の公園を 1ケ所以上， 20ha
以上のものはLOOOnl以上の公園を2ケ所以上設置し
なければならない。
10〕各自治体によって基準の定め方に多少の相異がある
が基本的には都市計画法の基準に準じている。横浜市
宅地開発要綱（昭和43年，昭和47年改訂〉では， o.1 
ha以上の開発に対して，①開発面積の 3%でかつ計l同
人口 1人当り 3nf以との公園緑地，②人口密度 150人
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/haまでは3%，以後， 30人／ha高くなるごとに0.5%
増加しなければならない内
11）日本住宅公団では，白然他生を生かした造成技術の
検討が進められている。
12）昭和143年， 「首都圏整備の長期展望」 首都圏整備
委員会より。
13）多摩丘陵の一般的土地利用を調査した資料としては
「多摩ニュータウン開発予定地域の植生および景観管
理の)Ji今礎的研究」日本住宅公団1969, 「港北ニュータ
ウンの円然および立地条件にする基礎調査」日本住宅
公団1968，などがある。
14）百｛Iケ丘団地は日本｛七宅公団施行の生同土地区画撃
理［x:J成にある。同区画整理事業の施行面積は60.Sha, 
事業μ｜画認可が昭和33年3月12日，換地処分公告は昭
和36年11月24日である。
15〕千代ケ丘 1～4丁目は開発後の新町名で開発前の住
所は細山字山田であるσ
16）条例ではその目的を「川崎市における自然環境の保
全及びl口］復に関し，,JO、要な事項を定めることにより，良
好な都市環境の形成を図り，もって現在及び将来の市
民の健康で文化的な生活の確保に寄与することである
と述べている。この目的に沿って，市長は自然環境保
全地域を指定することができる，さらに保全地域内に
おいて特に良好な自然環境を有する地域を，自然環境
保全特別地区として指定することができる。次に掲
げる行為は保全地域の普通地区内では市長への届け出
制，特別地区内では市長の許可を必要とする。
1 建築物その他の工作物の新築，改築又は増築
2 宅地の造成，土石の採取，たい積その他の土地の
形質の変更
3 木竹の伐採U主移fl{(
4 水面の矧立て
5 その他
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